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審 査 の 対 象 及 び 手 続 

 

この意見書は、地方公営企業法（以下「法」という。）の財務規定等の適用を受けて経営する大阪

広域水道企業団水道事業及び大阪広域水道企業団工業用水道事業の平成 25 年度の決算に関するも

のである。 

審査に当たっては、次の審査手続を実施した。 

(1) 決算報告書及び財務諸表が、法の財務規定等に準拠して明瞭に表示されているかを確かめる

ため、それらの計算突合を行い、試算表、総勘定元帳及び関係帳票との照合を実施した。 

(2) 経営成績、財政状態及びキャッシュ・フローの状況について、前年度比較等の分析的手続を

実施した。 

(3) 財務諸表の主な勘定について、関係資料と照合し、質問及び勘定分析等の概括的手続を実施

した。 

(4) 会計伝票が計数上誤りなく処理されていることを確かめるため、例月現金出納検査の結果を

閲覧した。 

 

 

審 査 の 結 果 

 

審査に付された平成 25 年度大阪広域水道企業団水道事業会計及び大阪広域水道企業団工業用水

道事業会計の決算報告書及び財務諸表は、上記の審査手続を実施した限りにおいて、法の財務規定

等に準拠していないと認められる事項はなかった。 
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意            見 

 

平成 25年度の大阪広域水道企業団（以下「企業団」という。）の決算は、水道事業会計及び工業

用水道事業会計のいずれも平成 23年度及び平成 24 年度に引き続き単年度黒字を達成している。 

企業団は、大阪府水道部より水道事業、工業用水道事業をすべて引き継いで事業開始し、平成 25

年度末をもって３年が経過している。給水量は減少傾向にあるものの、大阪府より引き継いだ事業

計画を実行するとともに、新たな中期計画を策定中である。安全・安心な水を安定的に供給し続け

るため、今後も引き続き効率的効果的な事業運営が求められるところである。 

また、地方公営企業会計基準の大幅な改正が行われ（以下「新会計基準」という。）、平成 26

年度の予算から適用されている。財政状態及び経営成績を的確に把握・開示して公営企業の経営に

活用するという新会計基準導入の趣旨を踏まえ、企業団内部での事務処理の見直しなど、適切な対

応が望まれるところである。 
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経 営 の 状 況 

Ⅰ 水道事業会計 

１ 事 業 の 概 要 

  大阪広域水道企業団の水道事業は、大阪府水道部が平成 23 年３月 31日に廃止され、同

年４月１日から事業のすべてを承継し、村野、庭窪の浄水場等で浄水や送水、水質管理な

どを行っている。 

施設整備に関して、水道施設の再構築を図るための基本計画である「施設整備マスター

プラン」（平成 22 年５月策定）に基づき、重点課題に適切に対応しながら特に優先度の高

い施設について老朽化施設の更新とあわせて、地震や事故等の危機管理対策の強化や施設

の機能向上を図ることとしている。 

 

(1) 営業関係について 

   当年度の給水対象は、大阪市を除く府内全市町村 32市９町１村の 42 団体であり、その

年間給水量（有収水量）は 526,037 千㎥で、前年度に比較して 0.05％の増加となってい

る。 

【給水量の推移】 

 

 注：有収水量とは、料金徴収の対象となった水量である。 
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【施設及び業務に関する主な分析比率の推移】 

区分 

 

年度 

有収率 

年間総有収水量 ×１００ 

年間総配水量 

施設利用率 

一日平均配水量 ×100 

一日配水能力 

最大稼働率 

一日最大配水量 ×100 

一日配水能力 

職員一人当たり給水量 

  年間総有収水量   

損益勘定所属職員数 

 

21 

％ 

99.6 

％ 

63.5 

％ 

71.9 

千㎥ 

1,563 

22 99.5 63.4 70.9 1,624 

23 100.2 62.1 71.2 1,684 

24 100.3 61.6 70.4 1,702 

25 100.3 61.6 69.7 1,702 

 

 

(2) 建設改良について 

当年度の建設改良工事として、工事費 101 億 1,626 万円をもって、各浄水場の取水設備

及び浄水設備改良工事、送水管理センターと各水道事業所の施設改良工事及び各水道事業

所の送水管路布設替工事等を実施した。 
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２ 決 算 概 要 

 水道事業会計の決算概要は、次のとおりである。 
 
(1) 経営成績 

 

注１：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。なお、増減額及び比率の値は円

単位で算出したものをそれぞれの単位で表示している。 

注２：「受託収益」及び「受託費用」は平成 24 年度まで決算書上「その他営業収益」及び「その他営業費用」

に含めて計上していたが、当年度より別掲することになった。前期比較を行うため、平成 24 年度の当

該金額を「その他営業収益」及び「その他営業費用」から別掲して表記している。 

 

 

 

 

増減額 比率

金額（A） 構成比 金額（B） 構成比 （B-A） （B/A×100）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

41,404 100.0 40,036 100.0 △ 1,369 96.7

41,073 99.2 39,574 98.8 △ 1,499 96.4

給水収益 41,010 99.0 39,453 98.5 △ 1,557 96.2

受託収益 21 0.1 58 0.1 36 271.0

その他営業収益 42 0.1 64 0.2 22 152.0

323 0.8 443 1.1 119 136.9

受取利息 38 0.1 27 0.1 △ 11 70.6

共同事業負担金 - 0.0 171 0.4 171 皆増

雑収益 286 0.7 245 0.6 △ 40 85.9

8 0.0 19 0.0 11 240.6

固定資産売却益 8 0.0 1 0.0 △ 7 16.4

その他特別利益 - 0.0 18 0.0 18 皆増

39,970 100.0 34,096 100.0 △ 5,874 85.3

34,869 87.2 29,774 87.3 △ 5,095 85.4

原水及び浄水費 8,981 22.5 9,517 27.9 537 106.0

送水費 3,541 8.9 3,801 11.1 260 107.4

総係費 1,853 4.6 862 2.5 △ 991 46.5

議会及び監査費 9 0.0 10 0.0 1 111.3

減価償却費 19,012 47.6 14,314 42.0 △ 4,698 75.29

資産減耗費 497 1.2 225 0.7 △ 273 45.2

固定資産保存費 29 0.1 14 0.0 △ 15 48.2

受託費用 20 0.0 53 0.2 34 273.0

その他営業費用 928 2.3 978 2.9 50 105.4

4,575 11.4 4,125 12.1 △ 450 90.2

支払利息及び企業
債取扱諸費

4,570 11.4 3,981 11.7 △ 590 87.1

繰延勘定償却 1 0.0 1 0.0 0 100.0

共同事業費用 - 0.0 144 0.4 144 皆増

雑支出 4 0.0 1 0.0 △ 3 16.5

526 1.3 197 0.6 △ 329 37.4

固定資産売却損 383 1.0 54 0.2 △ 329 14.2

その他特別損失 143 0.4 142 0.4 △ 1 99.6

1,435 - 5,940 - 4,505 414.0

科　目
平成24年度 平成25年度

水道事業収益

営業収益

営業外収益

特別利益

水道事業費用

営業費用

営業外費用

特別損失

当年度純利益
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ア 営業収益について 

(ア) 給水収益 394 億 5,275 万円は、給水量が前年比 0.1％の増加となったが、給水料金

の額を１立方メートルにつき「78 円」から「75円」（前年比 3.8％減）に改めたため、

前年比 3.8％の減少となった。 

(イ) 受託収益 5,756 万円は、通常の営業活動に関連する設計、工事等の受託に伴う収入

であり、受託件数及び 1件当たりの金額の増加により、前年比 171.0%の増加となった。 

(ウ) その他営業収益 6,371 万円のうち主なものは、施設利用負担金収益 5,882 万円であ

る。 

 

イ  営業外収益について 

(ア) 共同事業負担金 1億 7,050 万円は、平成 25 年度から開始した河南 10 市町村の水質

管理を共同で実施する事業に伴う収入である。 

(イ) 雑収益２億4,548万円のうち主なものは、固定資産の賃貸料２億1,393万円である。 

 

   ウ 特別利益について 

(ア) その他特別利益 1,782 万円は、大阪湾圏域広域廃棄物処理委託量の減量にかかる収

入 1,225 万円及び利水撤退した大戸川ダム建設事業に係る負担金の還付差額（長期未

収金として計上していたものと実際の還付金額との差額）557 万円である。 

 

   エ  営業費用について 

(ア) 原水及び浄水費は、浄水場の取水及び浄水処理等に要した費用であり、送水費は、 

各ポンプ場及び送水設備の維持及び作業に要した費用である。これらに総係費、議会

及び監査費を加え、その内容を性質別にみれば次のとおりである。 
                                     （単位：千円） 

  人件費 動力費 薬品費 委託料 修繕費 その他 計 

原水 

及び 

浄水費 

1,139,728 4,107,609 1,433,994 1,033,046 1,317,118 485,895 9,517,390 

送水費 958,599 1,832,530 8,610 419,162 378,078 204,176 3,801,155 

総係費 413,257 － － 132,521 240 315,862 861,880 

議会 

及び 

監査費 

－ － － 4,532 － 5,492 10,024 

計 
2,511,585 5,940,138 1,442,603 1,589,262 1,695,436 1,011,425 14,190,449 

(8.4) (20.0) (4.8) (5.3) (5.7) (3.4) (47.7) 

注：（ ）内は、営業費用に占める割合である。 

総係費の内人件費は、退職給与引当金で退職金の支払を行ったこと及び年度末におけ

る追加の退職給与引当金が発生しなかったため、前年比 65.2％の減少となった。 

動力費は、電気料金の高騰のため、前年比 23.4％の増加となった。 

 

(イ) 減価償却費 143 億 1,365 万円は、有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費であ

り、琵琶湖総合開発事業の水利権の減価償却終了等に伴い、前年比 24.7％の減少とな

った。 

(ウ) 資産減耗費２億 2,463 万円のうち主なものは、老朽化施設・設備の撤去等に係る除



 

7 

 

却固定資産簿価である。前年度に建物附属電気設備及び冷暖房設備等の除却が多かっ

たため、前年比 54.8％の減少となった。 

(エ) その他営業費用９億 7,780 万円は、独立行政法人水資源機構に対する施設利用負担

金等である。 

 

オ    営業外費用について 

(ア) 支払利息及び企業債取扱諸費 39 億 8,054 万円のうち主なものは、企業債利息 32 億

8,167 万円及び年賦未払金利息６億 9,020 万円である。 
 

カ 特別損失について 

(ア) 固定資産売却損 5,450 万円は、送水管路用地の売却によるものである。 

 (イ)  その他特別損失１億 4,239 万円は、利水撤退を決定した大戸川ダム事業に係る国庫

補助金の返還によるものである。 
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【総収益・総費用の推移】 

 

【単年度損益の推移】 

 

【営業収益・営業費用・営業収支比率の推移】 
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【営業費用の推移】 

 
※ 上表の減価償却費等の金額は、水道事業費用の「減価償却費＋資産減耗費」である。 

 

【経営に関する主な分析比率の推移】 

 

区分 

 

 

年度 

総収支比率 

総収益 ×100 

総費用 

営業収支比率 

営業収益 ×100 

営業費用 

職員給与費対 

給水収益比率 

職員給与費×100 

給水収益 

職員一人当たり 

営業収益 

営 業 収 益 

損益勘定所属職員数 

平均給与 

職 員 給 与 費  

損益勘定所属職員数 

 

21 

％ 

114.4 

％ 

131.5 

％ 

6.9 

千円 

137,794 

千円 

9,434 

22 46.2 117.1 7.7 126,781 9,795 

23 103.6 117.9 7.6 131,502 10,014 

24 103.6 117.8 8.2 132,922 10,890 

25 117.4 132.9 6.4 128,071 8,257 

退職給付債務の見直しを行った結果、当期は退職給与引当金繰入額が発生しなかったため、前

年比 24.2%の減少となった。 
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(2) 財政状態 

    貸借対照表に基づき、資産、負債及び資本について、前年度と比較すると、次表のとお

りである。 

注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。なお、増減額及び比率の値は円単位 

で算出したものをそれぞれの単位で表示している。 

増減額 比率

金額（A） 構成比 金額（B） 構成比 （B-A） (B/A×100）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

401,264 91.3 395,371 90.3 △ 5,893 98.5

377,673 85.9 373,610 85.3 △ 4,063 98.9

22,140 5.0 21,233 4.9 △ 906 95.9

1,452 0.3 527 0.1 △ 924 36.3

38,403 8.7 42,396 9.7 3,992 110.4

16,333 3.7 18,147 4.1 1,814 111.1

3,673 0.8 3,932 0.9 260 107.1

17,996 4.1 19,997 4.6 2,001 111.1

289 0.1 299 0.1 9 103.3

111 0.0 21 0.0 △ 89 19.2

3 0.0 0 0.0 △ 3 0.0

2 0.0 1 0.0 △ 1 61.5

2 0.0 1 0.0 △ 1 61.5

439,669 100.0 437,768 100.0 △ 1,902 99.6

66,919 15.2 58,676 13.4 △ 8,243 87.7

3,903 0.9 3,466 0.8 △ 437 88.8

22,162 5.0 16,350 3.7 △ 5,812 73.8

37 0.0 0 0.0 △ 36 0.3
- 0.0 8 0.0 8 皆増

40,818 9.3 38,853 8.9 △ 1,965 95.2

8,950 2.0 9,890 2.3 940 110.5

8,292 1.9 9,419 2.2 1,128 113.6

369 0.1 362 0.1 △ 8 97.9

216 0.0 0 0.0 △ 216 0.0

- 0.0 0 0.0 0 皆増

74 0.0 109 0.0 35 148.1

75,869 17.3 68,566 15.7 △ 7,303 90.4

281,248 64.0 279,322 63.8 △ 1,926 99.3

169,237 38.5 169,094 38.6 △ 143 99.9

112,012 25.5 110,228 25.2 △ 1,783 98.4

82,551 18.8 89,879 20.5 7,328 108.9

122,286 27.8 123,675 28.3 1,388 101.1

△ 39,735 △ 9.1 △ 33,795 △ 7.7 5,940 85.1

363,800 82.7 369,202 84.3 5,402 101.5

439,669 100.0 437,768 100.0 △ 1,902 99.6

科 目
平成24年度 平成25年度

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資

流動資産

現金・預金

未収金

有価証券

貯蔵品

前払金

その他流動資産

繰延勘定

企業債発行差金

資産合計

固定負債

引当金

年賦未払金

共同施設工事負担金
建設受託工事受入金

その他固定負債

流動負債

未払金

未払費用

未払消費税及び地方消費税

前受金

その他流動負債

負債合計

資本金

自己資本金

借入資本金

剰余金

資本剰余金

欠損金（△）

資本合計

負債・資本合計
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ア 固定資産について 

 当年度における固定資産の増減及び減価償却の状況は、次表のとおりである。 

 

注１：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。 

注２：（ ）の数字は内数である。 

 

(ア) 有形固定資産の増加額 140億 8,491 万円のうち主なものは、建設仮勘定 100億 6,386

万円、構築物 14 億 212 万円、機械及び装置 23 億 9,760 万円である。当年度から市町

村水道事業の個別業務（設計・工事）を開始したことに伴い、建設受託工事仮勘定 774

万円が発生している。 

また、減少 66 億 8,096 万円のうち主なものは、建設仮勘定の精算により振り替えた

38 億 8,156 万円の他、機械及び装置の除却による減少 19 億 8,681 万円、送水管路用

地の売却による減少 1億 1,114 万円である。 

(イ) 投資の減少額 9 億 2,422 万円は、投資有価証券の償還による減少４億 9,789 万円及

び大戸川ダム利水撤退に伴う還付に係る長期未収金の回収による減少４億 2,633 万円

である。 

 

イ   流動資産について 

(ア)  現金・預金は、前年度に比較して 18 億 1,402 万円増加している。 

 【現金・預金残高の推移】 

  

 

年度当初 当年度 年度末

現在高 当年度 減価償却高 償却未済額

(A) 増減額 (D) (A+B-C-D)

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

678,056 14,085 6,681 7,404 11,467 311,850 373,610

土 地 30,692 0 111 △111 30,581

建 物 等 647,364 14,085 6,570 7,515 11,467 311,850 343,029

( 建 設 仮 勘 定 ) (20,161) (10,064) (3,882) (6,182) (26,343)

(建設受託工事仮勘定) - (8) - (8) (8)

22,140 7 - 7 914 21,233

1,452 - 924 △924 527

701,647 14,092 7,605 6,487 11,467 311,850 914 395,371

(20,161) (10,072) (3,882) (6,190) (26,351)

区　分

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資

計

当年度増減額

増加額 減少額 差引(B) 累計(C)

減価償却累計額
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(イ) 未収金 39 億 3,211 万円のうち主なものは、平成 26 年３月分の浄水給水料金 34 億

2,903 万円である。 

(ウ) 有価証券 199 億 9,708 万円は、国庫短期証券である。 

(エ) 貯蔵品２億 9,860 万円のうち主なものは、薬品類 1 億 4,712 万円や管類 6,674 万円

である。 

 

ウ 固定負債について 

(ア) 引当金 34億 6,566 万円は、退職給与引当金である。 

(イ) 年賦未払金 163 億 4,952 万円は、独立行政法人水資源機構に対する年賦未払金であ

る。日吉ダム建設事業及び琵琶湖開発 事業並びに丹生ダム建設事業の撤退に係る割賦

負担金は、元金償還により前年度に比較して減少し ている。 

(ウ) 建設受託工事受入金 774 万円は、当年度から市町村水道事業の個別業務（設計・工

事）を開始したことに伴う委託料である。 

(エ) その他固定負債 388 億 5,274 万円は、企業団への移行の際に、大阪府水道部から名

義を変更できなかった企業債の残高である。企業団名義の企業債と区別するため、固

定負債に計上している。 

 

エ  流動負債について 

(ア) 未払金 94億 1,944 万円は、改良・修繕工事代金及び委託料等の未払分である。 

(イ) 未払費用３億 6,162 万円のうち主なものは、企業債利息の未払分である。  

(ウ) その他流動負債 1億 903 万円は、預り保証金等の預り金 7,458 万円及び工事代金等

にかかる仮受金 3,445 万円である。 

 

オ       資本金について 

(ア) 自己資本金 1,690 億 9,370 万円のうち主なものは、固有資本金 1,621 億 5,304 万円

である。固有資本金は大戸川ダム利水撤退に伴い大阪府へ１億 4,302 万円の出資金の

返還を行ったため、減少している。 

(イ)  借入資本金 1,102 億 2,838 万円は、企業債の未償還残高である。 

 

 カ 剰余金について 

(ア) 資本剰余金 1,236 億 7,495 万円のうち主なものは、国庫補助金 1,004 億 6,550 万円

である。 

(イ) 欠損金 337 億 9,548 万円は、当年度純利益 59 億 3,961 万円を計上したことにより減

少した。 

 

  【財務に関する主な分析比率の推移】 

区分 

 

 

年度 

自己資本構成比率 

自己資本金＋剰余金 ×100 

  負債資本合計 

流動比率 

流動資産 ×100 

流動負債 

当座比率 

現金預金＋未収金×100 

    流動負債 

 

21 

％ 

59.2 

％ 

364.4 

％ 

356.5 

22 53.0 498.2 494.9 

23 55.2 381.8 202.0 

24 57.3 429.1 223.5 

25 59.2 428.7 223.2 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

 
注：資金の範囲は、現金及び預金である。 

キャッシュ・フローの状況は、営業活動で増加した資金 195 億 4,781 万円が、固定資産取得

等の投資活動で 138 億 4,255 万円、企業債償還等の財務活動で 38 億 9,125 万円減少した結果、

18 億 1,402 万円の資金増となり、期末残高は 181 億 4,665 万円となった。 

（単位：百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益  1,435  5,940  4,505

減価償却費等  19,484  14,520 △4,964

退職給与引当金の増減額（△は減少）  440 △437 △877

受取利息 △38 △27  11

支払利息及び企業債取扱諸費  4,570  3,981 △590

有形固定資産売却損  375  53 △322

未収金の増減額（△は増加）  119  45 △74

未払金の増減額（△は減少）  810 △143 △953

たな卸資産の増減額（△は増加） △4 △9 △5

その他 △466 △387  79

　　小　計  26,724  23,533 △3,191

利息の受取額  38  27 △11

利息等の支払額 △4,600 △4,012  588

営業活動によるキャッシュ・フロー  22,162  19,548 △2,614

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,052 △8,648  404

有形固定資産の売却による収入  226  58 △168

無形固定資産の取得による支出 △5,607 △5,819 △213

投資有価証券の売却による収入  598  498 △100

有価証券の純増減額 △1,000 △2,001 △1,001

共同施設工事負担金による収入  95  143  49

建設受託工事受入金による収入 －  7  7

国庫補助金による収入  1,165  1,545  381

国庫返納金による支出 △1 △63 △62

工事負担金による収入  10  1 △9

その他資本剰余金による収入  122  4 △117

水源開発事業精算による還付金収入  434  432 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,011 △13,843 △832

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

水源開発事業精算による支出 △144 △143  1

企業債の発行による収入  6,500  7,093  593

企業債の償還による支出 △14,710 △10,841  3,869

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,354 △3,891  4,463

Ⅳ　資金増減額  797  1,814  1,017

Ⅴ　資金期首残高  15,536  16,333  797

Ⅵ　資金期末残高  16,333  18,147  1,814

キャッシュ・フロー計算書

平成24年度（A） 平成25年度（B） 差引（B）-（A）
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Ⅱ 工業用水道事業会計 

１ 事 業 の 概 要 

   大阪広域水道企業団の工業用水道事業は、大阪府水道部が平成 23年３月 31日に廃止さ

れ、同年４月１日から事業のすべてを承継し、産業基盤整備及び地盤沈下対策として、北

大阪地域、東大阪地域、堺・泉北臨海工業地帯及び泉州地域の企業に対し、工業用水を供

給している。 

また、「施設整備マスタープラン」（平成 22年５月策定）に基づき、老朽化施設の更新と

あわせて、水需要に見合った施設規模への適正化と地震や事故等の危機管理対策の強化並

びに施設の機能向上を図っている。 
 
 

(1) 営業関係について 

      当年度の給水対象は、延べ 445 事業所（社）であって、その年間給水量（有収水量）

は 179,779 千㎥と、前年度に比較して 2.8％の減少となっている。 

 

【給水量の推移】 

 

注：有収水量とは、料金徴収の対象となった水量である。 

 

【施設及び業務に関する主な分析比率の推移】 

区分 

 

年度 

有収率 

年間総有収水量 ×１００ 

年間総配水量 

施設利用率 

一日平均配水量 ×100 

一日配水能力 

最大稼働率 

一日最大配水量 ×100 

一日配水能力 

職員一人当たり給水量 

  年間給水量   

損益勘定所属職員数 

 

21 

％ 

99.2 

％ 

38.8 

％ 

46.6 

千㎡ 

2,099 

22 99.8 37.7 46.9 2,022 

23 99.0 36.8 44.4 2,087 

24 99.6 35.9 43.5 2,229 

25 100.0 35.0 42.6 2,276 

 

 

 

186,814

175,908
177,451

185,048

179,779

463 463 460 460

445

400

450

500

168,000

172,000

176,000

180,000

184,000

188,000

H21 H22 H23 H24 H25

社千㎥

給水量 給水対象事業所
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(2) 建設改良について 

     当年度の建設改良工事として、工事費 27 億 4,106 万円をもって、庭窪浄水場や各水道

事業所等の施設拡充工事をはじめ、自動検針システム更新維持事業や、老朽化対策とし

て配水管路の布設替および水管橋耐震補強工事を実施した。 

 

２ 決 算 概 要 

 工業用水道事業会計の決算概要は、次のとおりである。 
 
(1) 経営成績 

 

注１：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。なお、増減額及び比率の値は円単位

で算出したものをそれぞれの単位で表示している。 

注２：「受託収益」及び「受託費用」は平成 24 年度まで決算書上「その他営業収益」及び「その他営業費用」

に含めて計上していたが、当年度より別掲することになった。前期比較を行うため、平成 24 年度の当該金

額を「その他営業収益」及び「その他営業費用」から別掲して表記している。 

 

増減額 比率

金額（A） 構成比 金額（B） 構成比 （B-A） (B/A×100）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

8,545 100.0 9,050 100.0 505 105.9

8,180 95.7 8,006 88.5 △ 174 97.9

給水収益 7,976 93.3 7,766 85.8 △ 211 97.4

受託収益 13 0.2 7 0.1 △ 7 48.6

その他営業収益 191 2.2 234 2.6 44 123.0

278 3.3 29 0.3 △ 248 10.6

受取利息 28 0.3 16 0.2 △ 12 55.7

企業債償還負担金 236 2.8 0 0.0 △ 236 0.0

雑収益 14 0.2 14 0.2 △ 0 98.3

87 1.0 1,014 11.2 927 1,164.2

固定資産売却益 31 0.4 0 0.0 △ 31 0.0

その他特別利益 56 0.7 1,014 11.2 958 1,813.8

7,660 100.0 5,629 100.0 △ 2,030 73.5

6,935 90.5 5,173 91.9 △ 1,762 74.6

原水費 1,067 13.9 1,252 22.2 184 117.3

配水費 1,012 13.2 1,059 18.8 47 104.6

総係費 606 7.9 290 5.1 △ 316 47.8

議会及び監査費 5 0.1 6 0.1 1 121.5

減価償却費 3,855 50.3 2,213 39.3 △ 1,641 57.4

資産減耗費 131 1.7 66 1.2 △ 66 50.0

固定資産保存費 3 0.0 12 0.2 9 411.4

受託費用 12 0.2 6 0.1 △ 6 48.6

その他営業費用 244 3.2 270 4.8 26 110.8

725 9.5 456 8.1 △ 268 63.0

支払利息及び企業
債取扱諸費

720 9.4 439 7.8 △ 281 60.9

雑支出 5 0.1 18 0.3 13 371.7

886 - 3,421 - 2,535 386.3

科　目

工業用水道事業費用

営業費用

営業外費用

当年度純利益

平成24年度 平成25年度

工業用水道事業収益

営業収益

営業外収益

特別利益
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ア 営業収益について 

(ア) 給水収益 77 億 6,552 万円は、工業用水給水料金 77億 6,111 万円、量水器使用料 441

万円である。給水収益は年間給水量が減少したため、前年比 2.6％の減少となった。 

(イ) その他営業収益２億 3,427 万円のうち主なものは、一津屋取水場に係る大阪市、神

戸市、尼崎市及び西宮市の四市から受け入れた施設利用負担金である。 

イ    営業外収益について 

(ア) 受取利息 1,561 万円は、出納取扱金融機関等に預託している預金の利息のほか、有

価証券に係る運用利息 1,321 万円である。 

ウ 特別利益について 

(ア) 特別利益 10 億 1,420 万円のうち主なものは、基本使用水量の減量廃止負担金制度に

伴う負担金収入９億 1,870 万円、排水施設設置工事用費用の軽減返済額 9,363 万円で

ある。減量廃止負担金は当年度に基本使用水量の一斉減量を行ったため、前年度と比

較して大幅な増加となった。 

エ 営業費用について 

(ア) 原水費は、浄水場の取水、浄水、配水等に要した費用であり、配水費は、各ポンプ

場及び配水設備の維持及び作業に要した費用である。これらに総係費、議会及び監査

費を加え、その内容を性質別にみれば次のとおりである。 
                                    (単位：千円） 

  人件費 動力費 委託料 修繕費 薬品費 その他 計 

原水費 216,680 353,305 106,026 369,106 67,777 138,862 1,251,756 

配水費 240,337 335,215 138,370 232,132 － 113,179 1,059,233 

総係費 171,508 － 36,204 82 － 81,929 289,723 

議会 

及び 

監査費 

－ － 1,667 － － 4,253 5,920 

計 
628,525 688,520 282,266 601,321 67,777 338,222 2,606,631 

(12.2) (13.3) (5.5) (11.6) (1.3) (6.5) (50.4) 

注：（ ）内は、営業費用に占める割合である。 

総係費の内人件費は、退職給与引当金で退職金の支払を行ったこと及び年度末にお

ける追加の退職給与引当金が発生しなかったため、前年比 60.7％の減少となった。 

動力費は、電気料金の高騰のため、前年比 23.5％の増加となった。 

(イ) 減価償却費22億1,338万円は、有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費であり、

り、琵琶湖総合開発事業の水利権の減価償却終了等に伴い、前年比 42.6％の減となっ

た。 

(ウ) 資産減耗費 6,568 万円は、固定資産除却費である。 

  (エ) その他営業費用２億 6,978 万円は、独立行政法人水資源機構に対する施設利用負担  

金である。 

 

オ   営業外費用について 

（ア） 支払利息及び企業債取扱諸費４億 3,873 万円は、企業債利息４億 2,976 万円及び年

賦未払金利息 897 万円である。 
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【総収益・総費用の推移】 

 

【単年度損益の推移】 

 

【営業収益・営業費用・営業収支比率の推移】 
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【営業費用の推移】 

 

※ 上表の減価償却費等の金額は、工業用水道事業費用の「減価償却費＋資産減耗費」である。 

 

【経営に関する主な分析比率の推移】  

区分 

 

 

年度 

総収支比率 

総収益 ×100 

総費用 

営業収支比率 

営業収益 ×100 

営業費用 

職員給与費対 

給水収益比率 

職員給与費×100 

給水収益 

職員一人当たり 

営業収益 

営 業 収 益 

損益勘定所属職員数 

平均給与 

職 員 給 与 費 

損益勘定所属職員数 
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％ 

136.0 

％ 

122.8 

％ 

11.4 

千円 

93,045 

千円 

10,388 

22 104.6 115.5 12.1 90,265 10,631 

23 110.9 119.4 11.9 92,530 10,717 

24 111.6 118.0 12.2 98,557 11,720 

25 160.8 154.8 8.1 101,346 7,956 

退職給付債務の見直しを行った結果、当期は退職給与引当金繰入額が発生しなかったため、前

年比 32.1%の減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,979

3,966

3,875

3,986

2,279

925

925

916

973

629

562

572

598

558

689

186

278

249

269

282

251

306

321

478

601

71

57

61

67

68

771

695

604

604

338

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

H21

H22

H23

H24

H25

(百万円)

減価償却費等 人件費 動力費 委託料 修繕費 薬品費 その他
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(2) 財政状態 

貸借対照表に基づき、資産、負債及び資本について、前年度と比較すると、次表のとお

りである。 

注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。なお、増減額及び比率の値は円単位 

  で算出したものをそれぞれの単位で表示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増減額 比率

金額（A） 構成比 金額（B） 構成比 （B-A） (B/A×100）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

68,466 84.6 68,731 82.5 265 100.4

62,958 77.8 63,468 76.2 511 100.8

2,010 2.5 1,759 2.1 △ 251 87.5

3,498 4.3 3,503 4.2 5 100.1

12,475 15.4 14,539 17.5 2,065 116.6

5,563 6.9 4,674 5.6 △ 890 84.0

754 0.9 736 0.9 △ 18 97.6

5,999 7.4 8,999 10.8 3,000 150.0

92 0.1 107 0.1 15 116.2

66 0.1 24 0.0 △ 43 35.8

80,941 100.0 83,270 100.0 2,330 102.9

1,591 2.0 1,319 1.6 △ 273 82.9

1,341 1.7 1,191 1.4 △ 150 88.8

248 0.3 127 0.2 △ 121 51.0

2 0.0 1 0.0 △ 1 59.9

3,010 3.7 3,182 3.8 172 105.7

2,216 2.7 2,526 3.0 310 114.0

23 0.0 26 0.0 4 117.3

- 0.0 0 0.0 0 皆増

115 0.1 10 0.0 △ 105 8.4

656 0.8 619 0.7 △ 37 94.4

4,601 5.7 4,500 5.4 △ 101 97.8

31,247 38.6 31,247 37.5 0 100.0

10,055 12.4 10,998 13.2 943 109.4

21,191 26.2 20,248 24.3 △ 943 95.6

45,093 55.7 47,523 57.1 2,430 105.4

41,308 51.0 41,260 49.6 △ 48 99.9

3,785 4.7 6,263 7.5 2,478 165.5

76,340 94.3 78,770 94.6 2,430 103.2

80,941 100.0 83,270 100.0 2,330 102.9

科 目
平成24年度 平成25年度

固定資産

有形固定資産

無形固定資産

投資

流動資産

現金・預金

未収金

有価証券

貯蔵品

前払金

資産合計

固定負債

引当金

年賦未払金

共同施設工事負担金

流動負債

未払金

未払費用

未払消費税及び地方消費税

その他流動負債

負債合計

資本金

自己資本金

前受金

借入資本金

剰余金

資本剰余金

利益剰余金

資本合計

負債・資本合計
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 ア 固定資産について 

    当年度における固定資産の増減及び減価償却の状況は、次表のとおりである。 

 

注１：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。 

注２：（ ）の数字は内数である。 

                    

(ア)  有形固定資産の増加額 64億 1,863 万円のうち主なものは、建設仮勘定 26億 2,530

万円、構築物 29億 5,651 万円、機械及び装置８億 1,470 万円である。 

また、減少額 47億 5,450 万円のうち主なものは、建設仮勘定の精算により振り替え

た 38 億 1,739 万円である。 

 

 イ   流動資産について 

(ア) 現金・預金は、前年度に比較して８億 8,982 万円減少している。 

  【現金・預金残高の推移】 

 

 

(イ) 未収金７億 3,619 万円のうち主なものは、平成 26 年３月分の料金収入５億 4,344

万円、平成 26 年３月分の一津屋取水場電力料金分担金１億 1,329 万円及び基本使用水

量の減量負担金 2,543 万円である。 

(ウ) 有価証券 89 億 9,869 万円は、国庫短期証券である。 

(エ) 貯蔵品１億 718 万円のうち主なものは、蓋類の 2,950 万円、管類の 1,690 万円、弁

年度当初 当年度 年度末

現在高 当年度 減価償却高 償却未済額

(A) 増減額 (D) (A+B-C-D)

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

106,385 6,419 4,755 1,664 1,153 44,580 63,468

土 地 2,509 - - - 2,509

建 物 等 103,876 6,419 4,755 1,664 1,153 44,580 60,959

( 建 設 仮 勘 定 ) (4,685) (2,625) (3,817) (△1,192) (3,493)

2,010 0 - 0 252 1,759

3,498 1,000 995 5 3,503

111,893 7,419 5,749 1,670 1,153 44,580 252 68,731

(4,685) (2,625) (3,817) (△1,192) (3,493)

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資

計

区　分

当年度増減額 減価償却累計額

増加額 減少額 差引(B) 累計(C)
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類の 1,912 万円である。 

 

 ウ    固定負債について 

(ア) 引当金 11億 9,074 万円は、退職給与引当金である。 

(イ) 年賦未払金１億 2,651 万円は、独立行政法人水資源機構に対する年賦未払金で、琵

琶湖開発事業等に係る割賦負担金の元金償還により、前年度に比較して減少している。 

 

 エ    流動負債について 

(ア) 未払金 25億 2,625 万円は、修繕工事代金及び退職給与金等の未払分である。 

(イ) 未払費用 2,646 万円のうち主なものは、企業債利息の未払分である。 

(ウ) その他流動負債６億 1,915 万円のうち主なものは、給水保証金及び契約入札保証金

である。 

 

 オ    資本金について 

(ア) 自己資本金109億9,830万円のうち主なものは、固有資本金54億6,585万円である。 

(イ)  借入資本金 202 億 4,838 万円は、企業債の未償還残高である。 

 

 カ 剰余金について 

(ア) 資本剰余金 412 億 6,045 万円は、国庫補助金、工事負担金、他団体補助金等である。 

(イ) 利益剰余金 62億 6,282 万円は、減債積立金及び当年度未処分利益剰余金である。 

 

 

 

【財務に関する主な分析比率の推移】  

区分 

 

 

年度 

自己資本構成比率 

自己資本金＋剰余金 ×100 

  負債資本合計 

流動比率 

流動資産 ×100 

   流動負債 

当座比率 

現金預金＋未収金×100 

    流動負債 
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％ 

61.7 

％ 

238.8 

％ 

235.2 

22 63.4 307.5 304.8 

23 64.4 306.3 143.2 

24 68.1 414.5 209.9 

25 70.3 457.0 170.0 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

  

 

注：資金の範囲は、現金及び預金である。 

キャッシュ・フローの状況は、営業活動で増加した資金 55億 615 万円が、有価証券取得や固

定資産取得等の投資活動で 54 億 5,315 万円、企業債償還等の財務活動で９億 4,282 万円減少し

た結果、８億 8,982 万円の資金減となり、期末残高は 46億 7,352 万円となった。  

（単位：百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益  886  3,421  2,535

　　　減価償却費等  3,985  2,278 △1,707

　　　退職給与引当金の増減額（△は減少）  151 △150 △301

　　　受取利息 △28 △16  12

　　　支払利息及び企業債取扱諸費  720  439 △281

　　　有形固定資産売却益 △31 －  31

　　　未収金の増減額（△は増加）  19 △47 △66

　　　未払金の増減額（△は減少）  316  151 △165

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △3 △15 △12

　　　その他  87 △131 △217

　　小　　計  6,101  5,930 △171

利息の受取額  28  16 △12

利息等の支払額 △725 △439  285

営業活動によるキャッシュ・フロー  5,404  5,506  102

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △4,023 △2,429  1,594

　　　有形固定資産の売却による収入  37 － △37

　　　無形固定資産の取得による支出 △1,275 △124  1,152

　　　投資有価証券の取得による支出 △1,500 △1,000  500

　　　投資有価証券の売却による収入  1,594  995 △599

　　　有価証券の純増減額 △0 △3,000 △3,000

　  　共同施設工事負担金による収入  2  36  34

　  　国庫補助金による収入  279  65 △214

　  　国庫返納金による支出 － △1 △1

　  　工事負担金による収入  2  5  2

　  　他団体補助金による収入  1,470 － △1,470

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,415 △5,453 △2,038

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債の発行による収入  1,000 － △1,000

企業債の償還による支出 △2,325 △943  1,382

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,325 △943  382

Ⅳ　資金増減額  664 △890 △1,554

Ⅴ　資金期首残高  4,900  5,563  664

Ⅵ　資金期末残高  5,563  4,674 △890

キャッシュ・フロー計算書

平成24年度（A） 平成25年度（B） 差引（B）-（A）
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